
令 和 ７ 年 度

下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

（第 ２ 号）

春 日 市
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（既決予定）

(3)　主要な建設改良事業

(ｱ)　公共下水道管渠等築造及び改良 598,516 千円 242 千円 598,758 千円

（ 科　　　　目 ）

第１款　下水道事業収益 千円 7,059 千円 2,240,589 千円

第１項　営業収益 千円 △ 39 千円 1,848,504 千円

第２項　営業外収益 千円 7,098 千円 391,430 千円

（ 科　　　　目 ）

第２款　下水道事業費用 千円 776 千円 1,915,242 千円

第１項　営業費用 千円 376 千円 1,793,833 千円

第２項　営業外費用 千円 400 千円 114,167 千円

令和７年度　春日市下水道事業会計補正予算

第１条　令和７年度春日市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和７年度春日市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。

（補正予定）　 （ 計 ）　

第３条　予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　　　　　　　　　入

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）　

2,233,530

1,848,543

384,332

支　　　　　　　　　　　　　出

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）　

1,914,466

1,793,457

113,767
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減債積立金 343,584千円、過年度分損益勘定留保資金 492,210千円で補填するものとする。」に改め、資本的支出の予定額を

次のとおり補正する。

（ 科　　　　目 ）

第４款　下水道事業資本的支出 千円 62 千円 1,497,662 千円

第１項　建設改良費 千円 242 千円 680,232 千円

第２項　借入金償還金 千円 △ 180 千円 816,430 千円

（ 科　　　　目 ）

　　　　職員給与費 千円 96 千円 86,060 千円

令和 ７年１２月 １日提出

春日市長　　井　上　澄　和

第４条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 885,086千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額 49,354千円、減債積立金 343,584千円、過年度分損益勘定留保資金 492,148千円で補填するものとする。」を

「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 885,148千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 49,354千円、

支　　　　　　　　　　　出

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）　

1,497,600

679,990

816,610

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を、次のように改める。

（既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）　

85,964

第６条　予算第９条中「74,550千円」を「81,525千円」に改める。
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令和７年度　下水道事業会計補正予算に関する説明書
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

1 下水道事業
収益 2,233,530 7,059 2,240,589

1 営業収益 1,848,543 △ 39 1,848,504

2 他会計負担金 189,543 △ 39 189,504

2 営業外収益 384,332 7,098 391,430

3 補助金 74,550 6,975 81,525

4 長期前受金戻入 305,398 123 305,521

令和７年度　春日市下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

2 下水道事業
費用 1,914,466 776 1,915,242

1 営業費用 1,793,457 376 1,793,833

4 総係費 72,165 △ 146 72,019

5 減価償却費 900,487 △ 18 900,469

6 資産減耗費 1 540 541

2 営業外費用 113,767 400 114,167

1 支払利息 70,367 400 70,767

支　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

4 下水道事業
資本的支出 1,497,600 62 1,497,662

1 建設改良費 679,990 242 680,232

1 公共下水道費 598,516 242 598,758

2 借入金償還金 816,610 △ 180 816,430

1 企業債償還金 816,610 △ 180 816,430

資本的支出

支　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

金        額

1 下水道事業
収益 2,233,530 7,059 2,240,589

1 営業収益 1,848,543 △ 39 1,848,504

2 他会計負担
金 189,543 △ 39 189,504 1 雨水処理負担金 △ 24 雨水処理負担金 △ 24

2 その他負担
金 △ 15 その他負担金 △ 15

2 営業外収益 384,332 7,098 391,430

3 補助金 74,550 6,975 81,525 3 他会計補助
金 6,975 他会計補助金 6,975

4 長期前受金
戻入 305,398 123 305,521 3
長期前受負
担金
戻入

123 長期前受負担金戻入 30

長期前受工事負担金戻入 93

令和７年度　春日市下水道事業会計補正予算事項別明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

節

区            分

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 説            明
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（単位：千円）

金        額

2 下水道事業
費用 1,914,466 776 1,915,242

1 営業費用 1,793,457 376 1,793,833

4 総係費 72,165 △ 146 72,019 2 手当等 150 手当等 150

38 賞与引当金
繰入額 △ 219 賞与引当金繰入額 △ 219

39
法定福利費
引当金
繰入額

△ 77 法定福利費引当金繰入額 △ 77

5 減価償却費 900,487 △ 18 900,469 40
有形固定資
産
減価償却費

△ 18 構築物減価償却費 △ 18

6 資産減耗費 1 540 541 42 固定資産除
却費 540 固定資産除却費 540

2 営業外費用 113,767 400 114,167

1 支払利息 70,367 400 70,767 45 企業債利息 400 企業債利息 400

支　　　出

節

区           分

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 説            明

-11-



（単位：千円）

金        額

4
下水道事業

資本的支出

1,497,600 62 1,497,662

1 建設改良費 679,990 242 680,232

1 公共下水道
費 598,516 242 598,758 2 手当等 14 手当等 14

3 法定福利費 228 法定福利費 228

2 借入金償還
金 816,610 △ 180 816,430

1 企業債償還
金 816,610 △ 180 816,430 33 償還金 △ 180 償還金 △ 180

資本的支出

支　　　出

節

区            分

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 説            明
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千円 千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 286,452 有形固定資産の取得による支出 △ 457,738

減価償却費 900,469 無形固定資産の取得による支出 △ 74,068

固定資産除却費 541 国庫補助金等による収入 79,943

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 760 一般会計からの繰入金による収入 39,274

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 222 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 412,589

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 102

長期前受金戻入額 △ 305,521 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金 △ 276 一時借入れによる収入 0

支払利息 70,767 一時借入金の返済による支出 0

未収金の増減額（△は増加） 63,869 建設改良費等の財源に充てるための

未払金の増減額（△は減少） 20,004 企業債による収入 505,100

預り金の増減額（△は減少） 0 建設改良費等の財源に充てるための

小計 1,035,221 企業債の償還による支出 △ 816,430

利息及び配当金の受取額 276 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 311,330

利息の支払額 △ 70,767

業務活動によるキャッシュ・フロー 964,730 資金増加額（又は減少額） 240,811

資金期首残高 618,228

資金期末残高 859,039

令和７年度　春日市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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千円 千円 千円 千円

１　固　定　資　産

　(1)　有形固定資産

　　　イ 土地 819,704

　　　ロ 構築物 44,200,349

減価償却累計額 △ 23,697,257 20,503,092

　　　ハ 機械及び装置 2,130

減価償却累計額 △ 2,024 106

　　　ニ 工具器具及び備品 3,697

減価償却累計額 △ 3,303 394

　　　ホ 建設仮勘定 160,894

有形固定資産合計 21,484,190

　(2)　無形固定資産

　　　イ 施設利用権 730,772

ロ その他無形固定資産 299

無形固定資産合計 731,071

令和７年度　春日市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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千円 千円 千円 千円

　(3)　投資その他の資産

　　　イ 出資金 2,220

投資その他の資産合計 2,220

固定資産合計 22,217,481

２　流　動　資　産

　(1)　現金預金 859,039

　(2)　未収金 490,846

貸倒引当金 △ 11,684 479,162

　(3)　有価証券 0

　(4)　前払金 13,500

  (5) その他流動資産 0

　　　　流動資産合計 1,351,701

　　　　資産合計 23,569,182

３　固　定　負　債

　(1)　企業債

　　　イ 建設改良企業債 4,324,045

　　　ロ 準建設改良企業債 2,129,595

企業債合計 6,453,640

　(2)　引当金 0

固定負債合計 6,453,640

負　　　債　　　の　　　部
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千円 千円 千円 千円

４　流　動　負　債

　(1)　一時借入金 0

　(2)　企業債

　　　イ 建設改良企業債 475,348

　　　ロ 準建設改良企業債 336,974

企業債合計 812,322

　(3)　未払金 335,755

　(4)　引当金

　　　イ 賞与引当金 6,010

　　　ロ 法定福利費引当金 1,197

引当金合計 7,207

　(5)　その他流動負債 353

　　　　流動負債合計 1,155,637

５　繰　延　収　益

　(1)　長期前受金 15,358,425

　(2)　長期前受金収益化累計額 △ 7,841,327

繰延収益合計 7,517,098

　　　 負債合計 15,126,375
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千円 千円 千円 千円

６　資　本　金

　(1)　固有資本金 361,703

　(2)　組入資本金 7,207,358

資本金合計 7,569,061

７　剰　余　金

　(1)　資本剰余金

　　　イ 受贈財産評価額 423,831

　　　ロ 負担金 20,986

　　　ハ 補助金 142,477

　　　ニ その他資本剰余金 0

資本剰余金合計 587,294

　(2)　利益剰余金

イ 減債積立金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 286,452

利益剰余金合計 286,452

剰余金合計 873,746

資本合計 8,442,807

負債資本合計 23,569,182

資　　　本　　　の　　　部
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注　記

1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

定額法による。

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。

ウ 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

エ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。  

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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2 予定貸借対照表等関連

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は、 619,995 千円である。

(2) 引当金の取崩し

ア 賞与引当金の取崩し

　当年度における期末手当及び勤勉手当を支給するための賞与引当金の取崩し額は、 6,232 千円である。

イ 法定福利費引当金の取崩し

　当年度における期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支給するための法定福利費引当金の取崩し額は、

1,299 千円である。

ウ 貸倒引当金の取崩し

　当年度における不納欠損に対する貸倒引当金の取崩し額は、 1,362 千円である。
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